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正式名称 商工組合中央金庫

設立 昭和１１年１１月３０日

根拠法 商工組合中央金庫法（昭和１１年法律第１４号）

理事長 江崎 格

店舗数 １０２店舗（国内９９店舗・全都道府県に配置、海外３店舗<ニューヨーク・上海・香港>）

職員数 ４，４２４名

資本金 ５，１９７億円

うち政府出資 ４，０５３億円（７８．０％）<政府出資は劣後配当、総代会議決権なし>

うち民間出資 １，１４３億円（２２．０％）<民間出資者には３％配当>

（民間出資は中小企業組合、出資組合数２７，１７８組合、加入構成員数推計３００万事業者）

資金調達 金融債 ７８，３２６億円（７６．４％）

預金 ２４，２００億円（２３．６％）

資金運用 貸出金 ９４，２７６億円

うち設備資金 ２３，１７４億円（２４．６％）

うち長期運転資金 ４０，９４２億円（４３．４％）

うち短期運転資金 ３０，１５８億円（３２．０％）

運営 民間出資者により互選された総代（１３５名）による総代会が最高意思決定機関

決算概要

3%出資配当率

92当期利益

30法人税等

153経常利益

1,499業務粗利益

１７/３期

１．商工中金の概要

(１８年３月末現在)

３％４％５％

平成11年度以降平成9,10年度昭和28～平成8年度

(配当の推移)
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当期純利益 ９２ 当期純利益 ３４４

資金運用平残 １１６,７８９ 資金運用平残 １１６,７８９

当期純利益率 ０.０７％ 当期純利益率 ０.２９％

商工中金 地方銀行

７,１５９ 自己資本 ９,５６３

(政府出資除き) (３,１０５)

出資金 ５,１７２ 資本金 １,８１９

政府出資 ４,０５３

民間出資 １,１１８

資本・利益剰余金 １,２７１ 資本・利益剰余金 ５,５４３

リスクアセット ９１,９８６ リスクアセット ９１,９８６

自己資本比率 ７.７８％ 自己資本比率 １０.３９％

(政府出資除き) (３.３７％)

商工中金

自己資本

地方銀行

２．自己資本・収益の状況

出所：「地方銀行平成16年度決算の状況」（全国地方銀行協会）、足利銀行ディスクロージャー誌

[商工中金と地方銀行との比較（１７/３期決算）] (金額単位：億円）

(注)国際統一基準行９行（連結ベース）、足利銀行を除く国
内基準行５４行（単体ベース）の合計値を商工中金のリスク
アセットに換算した場合の数値。

(注)足利銀行を除く地方銀行の合計値を商工中金の資金運用
勘定平均残高に換算した場合の数値。
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３．商工中金の資金調達の現状

資金量１０.２兆円 金融債７.８兆円

預金 ２.４兆円

募集債５.７兆円

売出債２.１兆円

定期性預金１.０兆円

流動性預金１.２兆円

その他預金０.０兆円

[資金調達方法毎の残高(１８/３期)]

財政融資に依存せず、
必要とする資金の大部
分を金融債にて、市場
より調達（平成１８年度
より商中債の財投引受
を廃止）

財政融資に依存せず、
必要とする資金の大部
分を金融債にて、市場
より調達（平成１８年度
より商中債の財投引受
を廃止）

※機関投資家

※一般個人等

※所属団体中小企業等
に限定

（注)※印は主な引受等先
（）内は資金量に占める割合

（７６．４％）

（２３．６％）

（５５．７％）

（２０．７％）

(注)1.国債利回りは売買参考値
2.商工中金債及びみずほコーポレート銀行債利回りは
複数の証券会社からの聞き取り調査による
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10月まで
みずほ債と同水準で
推移

11月中旬
、

民営化報道により、みずほ債と
の格差は０．０７８％にまで拡大

現在
みずほ債との格差は０．０６０％台で推移
国債との格差は０．２％

→ 商工中金債

→ みずほ債

→ 国債

（％）

[債券利回り推移]
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４．組合金融の機能

商工中金

中小企業（構成員）

所属団体(中小企業組合)

①組合貸
(共同事業)

②組合貸
(転貸事業)

③構成員貸

○中小企業組合の役割

①共同仕入・販売事業
②共同生産・加工事業
③金融事業
④異業種交流

等の事業により中小企業の経営資源を相互補完

○中小企業組合の役割

①共同仕入・販売事業
②共同生産・加工事業
③金融事業
④異業種交流

等の事業により中小企業の経営資源を相互補完

(確認)
(保証・取立・代理)

○商工中金の役割

①組合貸(共同)･･･組合自身が必要な資金の貸付、
（例‥共同生産設備建設資金）

②組合貸(転貸)･･･組合構成員である中小企業に貸し
付けるために必要な資金の貸付

③構成員貸 ･･･（ⅰ）組合の確認により行う組合構
成員の中小企業への直接貸付

（ⅱ）組合員に対する貸付の組合に
よる保証、取立及び代理貸付

これらの金融支援を行うことにより、中小企業組合と
中小企業の活動を支援

○商工中金の役割

①組合貸(共同)･･･組合自身が必要な資金の貸付、
（例‥共同生産設備建設資金）

②組合貸(転貸)･･･組合構成員である中小企業に貸し
付けるために必要な資金の貸付

③構成員貸 ･･･（ⅰ）組合の確認により行う組合構
成員の中小企業への直接貸付

（ⅱ）組合員に対する貸付の組合に
よる保証、取立及び代理貸付

これらの金融支援を行うことにより、中小企業組合と
中小企業の活動を支援

全国約2万7千組合所属

（推計約３００万事業者）

[組合金融図]

[組合によるガバナンス]

所属団体
・中小企業団体に出資資格を限定
・持分は最大１％に制限
・業務の対象は原則として所属団
体及びその構成員に限定

総代会
・所属団体の互選により選出された１３５
名の総代により構成
・最高意思決定機関として、決算に関する
事項等経営上の重要事項を決議

互選
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○卸商業団地組合の運営を継続的に支援

設立期
昭和50年～

発展期
平成10年～

変革期
平成15年～

現在
平成17年

組合員数 65社
総従業員数 1,561人

組合員数 78社
総従業員数 1,809人

組合員数 82社
総従業員数 2,846人

組合員数 80社
総従業員数 2,650人

●組合設立 ○団地造成資金を支援（組合貸）
○増大する組合員の資金需要に応
えるため組合転貸事業を提案・支援

●物流センター竣工 ○物流センター建設資金融資（組合
貸）により、「中抜き」と言われる卸売
業界の構造変化対応を支援

●転貸先の倒産が発生 ○倒産組合員跡地買取資金を支援
○地価の下落に伴い、転貸から構
成員貸への切り替えを順次実施

組合の規模組合の沿革 商工中金の支援

●協同組合A

○商工中金の支店長や担当者は週2～3回組合を訪問し、緊密なリ
レーションを構築
○組合資産の有効活用、組合新事業の展開など組合が抱える
様々な問題解決を助言・支援

４．組合金融の事例
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[危機対応の基本的考え方]
○金融秩序の混乱、大規模な災害、テロ被害、感染症等被害、大型倒産などの危
機への対応は、中小企業等との信頼関係を築く源泉。

○商工中金は機能やノウハウ、中小企業等とのリレーションシップを積極的に活
用し、その役割を発揮。

〔商工中金の危機対応機能・ノウハウ〕

○総合金融機能（長期・短期融資、預金、

内国・外国為替など）により、あらゆる危

機における必要な金融ニーズに対応

○全国店舗網により、全ての地域の危機

に対応

○組合金融機能により、中小企業組合と

連携して迅速かつ効果的に多数の中小

企業の危機に対応

〔商工中金の危機対応機能・ノウハウ〕

○総合金融機能（長期・短期融資、預金、

内国・外国為替など）により、あらゆる危

機における必要な金融ニーズに対応

○全国店舗網により、全ての地域の危機

に対応

○組合金融機能により、中小企業組合と

連携して迅速かつ効果的に多数の中小

企業の危機に対応

〔北海道拓殖銀行破綻時の対応〕

○破綻直後に、全国の支店に相談窓口を設置。また、

特に北海道内４支店には職員を追加派遣する等、支

援体制を整備。

○拓銀が破綻した１１月は、中小企業にとって年末の資

金繰り繁忙期。商工中金は手形割引を含めた短期資

金を中心に迅速な金融支援を実施。

○拓銀をメインバンクとしている中小企業者、特に業績

が低迷している者を中心に、北洋銀行の拓銀業務の

円滑な引き継ぎに不安が広がったため、商工中金が

短期資金、預金、手形割引等の総合金融機能や組

合金融機能を発揮して積極的に支援。

（融資合計：６０４件、４７８億円。うち、短期貸出が約５６％）

〔北海道拓殖銀行破綻時の対応〕

○破綻直後に、全国の支店に相談窓口を設置。また、

特に北海道内４支店には職員を追加派遣する等、支

援体制を整備。

○拓銀が破綻した１１月は、中小企業にとって年末の資

金繰り繁忙期。商工中金は手形割引を含めた短期資

金を中心に迅速な金融支援を実施。

○拓銀をメインバンクとしている中小企業者、特に業績

が低迷している者を中心に、北洋銀行の拓銀業務の

円滑な引き継ぎに不安が広がったため、商工中金が

短期資金、預金、手形割引等の総合金融機能や組

合金融機能を発揮して積極的に支援。

（融資合計：６０４件、４７８億円。うち、短期貸出が約５６％）

５．商工中金の危機対応
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〔参考〕商工中金に関する閣議決定等

○行政改革の重要方針 （抜粋）
－ 平成１７年１２月２４日閣議決定

政策金融改革関係
３．ア 政策金融から撤退する機能に係る組織
②現行商工組合中央金庫

（ア）所属団体中小企業向けのフルバンキング機能を行う機関として完全民営化する。
（イ）財務基盤整備等のため最低限の移行措置を講ずる。
（注）日本政策投資銀行、商工組合中央金庫の民営化に当たっての移行期間については、
市場の動向を踏まえつつ、概ね５年から７年を目途とする。

○行政改革推進法案 （抄）
－ 平成１８年３月１０日 閣議決定

第六条 商工組合中央金庫（略）は、完全民営化するものとし、平成二十年度において、これ
らに対する国の関与を縮小して経営の自主性を確保する措置を講ずるものとする。
２ 商工組合中央金庫（略）に対する政府の出資については、市場の動向を踏まえつつその

縮減を図り、前項の措置のおおむね五年後から七年後を目途として、その全部を処分する
ものとする。
３ 政府は、第一項の完全民営化に当たっては、商工組合中央金庫（略）の円滑な運営に必

要な財政基盤を確保するための措置を講ずるとともに、商工組合中央金庫の有する中小
企業等協同組合その他の中小企業者を構成員とする団体及びその構成員に対する金融
機能（略）の根幹が維持されることとなるよう、必要な措置を講ずるものとする。
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